
泉
北
教
組
は
、
１
学
期
に
集

約
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
参

考
に
、
来
年
度
予
算
等
に
対
す

る
教
育
要
求
書
を
各
地
教
委
へ

提
出
し
ま
し
た
。

左
に
掲
載
し
た
の
は
、
和
泉

市
教
委
に
対
す
る
重
点
要
求
で

す
が
、
こ
の
う
ち
、
（
２
）
35

人
学
級
、
（
３
）
全
国
学
調
、

（
４
）
評
価
・
育
成
シ
ス
テ
ム
、

（
10
）
免
許
更
新
制
、
（
11
）
教

育
委
員
会
制
度
、
（
12
）
チ
ャ

レ
ン
ジ
テ
ス
ト
、
（
13
）
子
ど

も
の
貧
困
対
策
、
（
14
）
道
徳

教
科
書
採
択
の
８
項
目
は
、
高

石
市
教
委
、
忠
岡
町
教
委
へ
の

重
点
要
求
と
共
通
で
す
。

教
室
空
調
未
設
置
は

和
泉
市
だ
け
（
１
）

高
石
市
は
全
小
中
学
校
に
５

年
前
設
置
、
忠
岡
町
は
順
次
設

置
が
進
み
来
年
度
完
了
予
定
。

和
泉
市
だ
け
が
中
３
教
室
の
み
。

「
市
政
60
周
年
に
使
う
金
が
あ

る
な
ら
ク
ー
ラ
ー
付
け
ろ
」
と

い
う
声
が
Ｐ
Ｔ
Ａ
か
ら
も
。

給
食
調
理
民
間
委
託

を
検
証
せ
よ
（
５
）

和
泉
市
Ｐ

Ｒ

映

像

で

「
市
民
の
宝
」

と
ま
で
自
画

自
賛
し
て
い

る
「
小
中
９

年
間
の
完
全

給
食
」
。
で

も
調
理
民
間

委
託
が
開
始

さ
れ
た
学
校

は
、
教
職
員

の
努
力
で
何

と
か
運
営
で

き
て
い
る
現
状
と
か
。
一
度
ス

ト
ッ
プ
し
て
検
証
を
。

施
設
・
設
備
改
修
を

急
げ
（
７
８
９
）

耐
震
工
事
優
先
や
新
設
校
の

建
設
で
、
各
校
の
施
設
・
設
備

の
改
修
が
遅
れ
て
い
ま
し
た
が
、

あ
ち
こ
ち
傷
み
が
出
て
お
り
、

「
何
と
か
し
て
く
れ
」
の
声
が

ア
ン
ケ
ー
ト
で
多
数
寄
せ
ら
れ

ま
し
た
。
放
送
・
ト
イ
レ
・
プ
ー

ル
は
順
次
改
修
の
手
が
入
っ
て

い
ま
す
が
、
今
回
は
和
泉
中
学

校
職
員
室
の
拡
張
を
最
重
点
項

目
と
し
て
要
求
し
て
い
ま
す
。

（
６
）
小
中
一
貫
教
育
に
つ
い

て
は
裏
面
を
参
照
し
て
く
だ
さ

い
。
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学校統廃合と小中一貫教育を考える
全国ネットワーク（準）学習会

10月29日(土)13時30分～
たかつガーデンにて

講演：山本由美（和光大学）
「学校統廃合と義務教育学校の今日的状況」

「戦争法」発動反対。子どもたちや自衛隊員を戦場に送るな。

２０１７年度予算等に対する教育要求書（和泉市版）
【重点要求】

（１）小・中学校のすべての普通教室、特別教室に、空調設備をつけること。

（２）小中学校の３５人以下学級が、早期に実施されるよう、府や国に働きかけるこ

と。また、それが実現していない段階でも、市独自で小・中学校の３５人以下学級の

措置をとること。

さらに、次のような教育条件の時には市独自の負担で教員を加配すること。

・支援学級在籍児童・生徒を含め、１クラスの人数が３０人を越える学級がある場合。

・来年度小学校３年生の学級編制において、４０人学級のために学級減が見込まれる

場合。

（３）「全国学力・学習状況調査」の中止を国や府教委に求めるとともに、同調査に

参加しないこと。また、序列化につながる学校別の正答率結果公表を行わないこと。

（４）府教委がすすめる「教職員の評価・育成システム」の撤回を市教委として求め

ること。とりわけ、賃金リンクについてはただちに撤回すること。

（５）給食の安全と食育の充実の観点から，自校直営方式を守ること。民間委託校に

ついて、安全、質、コストについて検証すること。

（６）小中一貫教育を口実にした学校統廃合をしないこと。小中一貫教育については

教育的意義を検証すること。

（７）学校から要望のある施設・設備の改修に向けた予算措置を行うこと。

とりわけ和泉中の職員室の拡張を行うこと。

（８）トイレの改善ならびに改修について、大規模改造工事を待たずに必要な予算措

置を行うこと。学校内で施設の格差が出ているところもあるので、一部の改修ではな

く，まだ改善されていないトイレの改修を行うこと。

（９）学校プールの改修を行うこと。トイレのないプールへの対策を行うこと。

（10）教員免許更新制度の中止を申し入れること。また、抽選漏れ等による失職者を

ださないように努力すること。職員の金銭的負担をなくすこと。

（11）新「地方教育行政法」もとでも、教育委員会の独自性、独立性を堅持するとと

もに、教育委員会の透明化や、総合教育会議も含め、公開性の向上に努めること。ま

た、教育委員会に対する請願や陳情の際、市議会のように意見陳述を可能にする制度

を取り入れること。

（12) 中学校教育に大きなゆがみをもたらしている「大阪府チャレンジテスト」に参

加しないこと。また、中止を府教委に求めること。とりわけ、同テストの結果をもと

に、強制的に個人の評定を変更させたり、中学校の評定範囲を決めたりすることにつ

いては、即刻中止するよう府教委に強く求めること。

（13）「子ども食堂」や学習支援の実施、給食費無償化、就学援助の拡充など、子ど

もの貧困対策を市として行うこと。

（14）「特別な教科・道徳」の教科書採択実施にあたって、市教委は憲法と教育の条

理にもとづく立場を堅持して臨むこと。とりわけ、現場の教職員の意見を反映させる、

閲覧など市民の意見も聞くなど、民主的な採択となるようにすること。


